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道路橋の集約・撤去に関する国の取組について

○道路メンテナンスに関する地方公共団体が抱える課題を踏まえ、持続的なメンテナンスを進め
るためには、施設の統廃合の検討は必要。

○地方公共団体が実施する道路橋の集約・撤去の取組の一助となるよう令和４年３月に「道路
橋の集約・撤去事例集」を作成・公表し、随時更新。

○道路メンテナンス年報においても、道路施設の集約・撤去を検討している自治体は８割を超え
ている。

地方公共団体における道路施設の集約・撤去の検討状況
（道路メンテナンス年報 2024年8月）
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道路橋の集約・撤去事例集（令和4年３月公表）
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道路橋の集約・撤去事例集の概要

□各章における主な記載事項および活用例
活用例記載事項目次構成

―本事例集を作成する背景等を記載1.はじめに

利用者・住民等に対して集約・撤去の必要性

を説明する際の参考とする

地方公共団体において、集約・撤去に取り組むきっか

けを与えられるように、道路橋における集約・撤去の

必要性、集約・撤去に取り組むメリットを整理

2.道路橋における集約・撤去の意義

集約・撤去の対象候補を抽出・選定する際

や事業内容を検討する際に参考とする

取組事例として、対象橋梁の概要、位置図、事業内容、

集約・撤去の経緯、担当課を紹介
3.道路橋における集約・撤去事例

集約・撤去を進めるうえで、どのような検討

が必要かを把握する際に参考とする

集約・撤去を進めるうえでの事業着手までの主な検討

項目（検討事例）を一覧表として記載
4.1 主な検討項目

4.

集
約
・撤
去
を
進
め
る
う
え

で
の
検
討
項
目
・留
意
事
項

管理橋梁全体から集約・撤去対象候補を抽

出する等、計画策定時の検討事項として参

考とする

長寿命化修繕計画策定時における検討事例、留意事

項を記載（対象候補の抽出事例、コスト効果算出事例

等）

4.2 計画・調整段階

利用者・住民との合意形成時に参考とする利用者・住民との合意形成事例、留意事項を記載4.3 利用者・住民との合意形成

関係機関との協議時に参考とする関係機関との協議における留意事項を記載4.4 関係機関との協議

□集約・撤去事例集の公表目的と位置付け
○ 今後、道路橋等の維持管理・更新費の増加が懸念される中、持続可能な道路管理を実現するためには、従来の事後保
全から予防保全への早期転換を図るとともに、老朽化対策の一つとして、地域の実情や利用状況などに応じ、集約・撤
去を選択肢として検討していくことが重要。

○ 地方公共団体に向け実施した「集約・撤去に関するアンケート」では、「地元や利用者の理解が得られない」が約6割、「集約・
撤去を進める順序・作業内容がわからない」が約2割を占めるなど集約・撤去を進めるうえでの課題が明らかになっている。

○ そのため、地方公共団体における取組の一助となることを目的に、本事例集では、集約・撤去の取組事例をもとに、好事
例や参考となる情報をとりまとめて公表。
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道路橋の集約・撤去事例集の概要（各章の記載内容）

２章：道路橋における集約・撤去の意義

記載事項：地方公共団体において、集約・撤去に取り組むきっかけを与えられるように、道路橋における集約・

撤去の必要性、集約・撤去に取り組むメリットを整理。

活用例：利用者・住民等に対して集約・撤去の必要性を説明する際の参考とする。

＜道路橋における集約・撤去の必要性＞ ＜集約・撤去に取り組むメリット＞

〇道路橋における老朽化の進展

〇老朽化に伴う落橋リスクの増加

〇地方公共団体における厳しい財政状況

〇管理職員の不足（人材不足）

〇道路橋を取り巻く社会構造の変化

• 周辺道路網の整備、土地利用等の変化等に伴い、
利用交通量が減少している橋梁も散見。

• 建設時からの役割が変化している橋梁も存在。

• 建設後の経過年数の増加に伴い、判定区分Ⅲ、
Ⅳの割合が高くなっている。

• 地方公共団体における判定区分Ⅲ、Ⅳに対する修
繕等措置に着手した割合は55%に留まっている。

• 国内において老朽化が原因で落橋した事例も確認
（写真1参照）。

• 通行止め等を実施していたとしても、落橋によって
桁下の河川断面を阻害するなど、二次的な被害に
波及してしまうリスクも懸念。

• 老朽化対策の財源確保が課題。
• 約9割の自治体が現状の予算では、既存の道路施
設を維持しきれなくなることを懸念。

• 橋梁管理に携わる土木技術者が存在しない割合
は、町で2割以上、村で5割以上（図1参照）。

〇管理者としてのメリット

〇利用者・周辺住民にとってのメリット

• 維持管理・更新費等の縮減
• 管理瑕疵リスクの除去
• 管理負担の軽減（点検や補修等の実施に伴う手続き・調
整・管理等）

• 河積阻害の解消（治水効果の向上）

• 落橋による事故の危険性の排除
• 集約・撤去による付加的なメリット（人道橋へのダウンサ
イジングにより通行安全性が向上等）（図2参照）

写真1 老朽化が原因で落橋した国内事例
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図1 市区町村における橋梁管理に携わる
土木技術者の人数

図2 集約・撤去による付加的なメリット事例 4



道路橋の集約・撤去事例集の概要（各章の記載内容）

３章：道路橋における集約・撤去事例

記載事項：取組事例として、対象橋梁の概要、位置図、事業内容、集約・撤去の経緯、担当課を紹介。

活用例：集約・撤去の対象候補を抽出・選定する際や事業内容を検討する際に参考とする。

表1 集約・撤去の取組事例一覧
事業内容ごとの取組事例を一覧
表（表1参照）で示したうえで、
個々の取組事例について対象橋
梁の概要、位置図、事業内容、
集約・撤去の経緯、担当課等を
紹介
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集約化・撤去の事例① （撤去＋迂回路整備：山形県鶴岡市）

該当箇所

○位置図

山 形
宮 城

福 島

新 潟

【撤去】

【付替え道路整備】

向田橋

松流橋

木野俣川

【事業概要】
・市が管理していた向田橋は、H27.2に実施した橋梁点検においてⅣ判定と診断。
・H27.10に市道木野俣線の道路改良（付替え道路整備）を実施することとともに向田橋を通
行止めすることの地元合意。
・H28年度に道路改良工事が完成。
・H30年度に向田橋の撤去が完了。

む か い だ

き の ま た

向田橋（撤去前）

付替え道路整備後（市道木野俣線）

○詳細図
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集約化・撤去の事例② （ダウンサイジング：東京都江戸川区）

該当箇所

○位置図
茨
城

千 葉

神 奈 川

埼 玉

東 京

【事業概要】
・令和3年2月に都市計画道路補助第284・288号線（中央）（環七通りと千葉街道の区間）
の相互通行化が完了したことで、新中川を渡河する主要交通が鹿骨新橋に転換。
・鹿本橋の主要交通は鹿骨新橋に転換したものの、歩行者や自転車の利用は一定程度あったこと
から、車道部を人道橋化し、歩道部は撤去することで地元調整が完了。

都市計画道路補助第284・288号線（中央）
令和3年2月25日 相互通行化

⇒新中川を渡河する主要交通の転換
100m

車道部歩道部

しかもとばし

ししぼねしんばししんなかがわ

7



道路橋の集約・撤去事例集の概要（各章の記載内容）

４章：集約・撤去を進めるうえでの検討項目・留意事項

記載事項：集約・撤去を進めるうえでの事業着手まで

の主な検討項目を一覧表として記載。

活用例：集約・撤去を進めるうえで、どのような検討が

必要かを把握する際に参考とする。

４.１：主な検討項目 ４.２：計画・調整段階
記載事項：長寿命化修繕計画策定時における検討事

例、留意事項を記載。

活用例：管理橋梁全体から集約・撤去対象候補を抽出

する等、計画策定時の検討事項として参考と

する。
表2 集約・撤去を進めるうえでの主な検討項目（検討事例）

図3 集約・撤去対象橋梁選定フロー例

長寿命化修繕計画策定時の検討事例として利用状況、迂回距離等の把握事例、
集約・撤去対象候補の抽出事例（図3参照）、コスト効果の算出例等を整理。
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道路橋の集約・撤去事例集の概要（各章の記載内容）

４章：集約・撤去を進めるうえでの検討項目・留意事項

記載事項：利用者・住民との合意形成事例、留意事項

を記載。

活用例：利用者・住民との合意形成時に参考とする。

４.３：利用者・住民との合意形成 ４.４：関係機関との協議
記載事項：関係機関との協議における留意事項を記

載。

活用例：関係機関との協議時に参考とする。

合意形成の対象者、説明内容（図4参照）、合意形成に向けた対応・工夫事例
等、合意形成時に参考となる情報を整理。

図4 説明資料例

交差物件の管理者や占用物件管理者等の関係機関との協議に当たっての留
意事項を整理。
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道路メンテナンス事業補助制度（令和２年度創設）

制度概要

対象構造物

道路の点検結果を踏まえ策定される長寿命化修繕計画に基づき実施される
道路メンテナンス事業に対し、計画的かつ集中的な支援を実施するもの

国費：５．５／１０×δ （δ：財政力指数に応じた引上率）

橋梁、トンネル、道路附属物等（横断歩道橋、シェッド、大型カルバート、門型標識）

対象事業 修繕、更新、撤去※

地方公共団体は、長寿命化修繕計画（個別施設計画）を策定
橋梁、トンネル、道路附属物等の個別施設毎に記載された計画に位置づけられた
道路メンテナンス事業を支援

国庫債務負担行為を可能とし、効率的な施工（発注）の実施と工事の平準化を図る

※撤去は集約に伴う構造物の撤去や横断する道路施設等の安全の確保のための構造物の撤去、治水効果の高い橋梁の
撤去を実施するもの

※修繕、更新、撤去の計画的な実施にあたり必要となる点検、計画の策定及び更新を含む
※新技術等の活用の検討を行い、費用の縮減や事業の効率化などに取り組むもの

優先支援事業

長寿命化修繕計画

【トンネル】 【道路附属物等】【橋梁】

○○市
橋梁

長寿命化修繕計画
【個別施設計画】
記載内容
・計画全体の方針
・短期的な数値目標及びそ
のコスト縮減効果
・個別の構造物ごとの事項
（諸元、点検結果等）

国費率

国庫債務負担行為の活用

事業イメージ
○○市
トンネル

長寿命化修繕計画
【個別施設計画】
記載内容
・計画全体の方針
・短期的な数値目標及びそ
のコスト縮減効果
・個別の構造物ごとの事項
（諸元、点検結果等）

○○市
道路附属物等
長寿命化修繕計画
【個別施設計画】
記載内容
・計画全体の方針
・短期的な数値目標及びそ
のコスト縮減効果
・個別の構造物ごとの事項
（諸元、点検結果等）

・新技術等を活用する事業※1

・長寿命化修繕計画に短期的な数値目標※2及びそのコスト縮減効果を記載した自治体の事業

・ 『地域インフラ群再生戦略マネジメント』※3のモデル地域において広域連携により実施する事業

※1 コスト縮減や事業の効率化等を目的に新技術等を活用する事業のうち、試算などにより効果を明確にしている事業
※2「集約・撤去」または「新技術等の活用」に関する数値目標
※3 広域・複数・多分野のインフラを「群」として捉え、総合的かつ多角的な視点から戦略的に地域のインフラをマネジメントするもの
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